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連結子会社における会社分割（吸収分割）及び株式譲渡（孫会社の異動）による 

事業の一部譲渡に関するお知らせ 

 

トランコム株式会社（以下、「当社」）は、2022年３月 28日開催の取締役会において 当社の連結子

会社でシステムの設計・開発・保守事業等を行うトランコムＩＴＳ株式会社（以下、「トランコムＩＴ

Ｓ」）が、トランコムＩＴＳの完全子会社として新たに設立された会社に対して、トランコムＩＴＳが

行っている外販事業（以下、「本事業」）を吸収分割の方法で承継させた上で、当該新会社の全株式を

アクセンチュア株式会社（以下「アクセンチュア」）に譲渡すること（以下「本株式譲渡」にかかる契

約（以下「本契約」）をトランコムＩＴＳとアクセンチュアとの間で締結することを決議いたしました。

これにより、当社の孫会社に異動が生じることとなりましたのでお知らせいたします。 

本件は東京証券取引所における適時開示基準には該当しないため、開示資料の記載を一部省略してお

ります。 

 

１． 事業譲渡の理由 

当社グループは、アイデアとテクノロジーを組み合わせた“「はこぶ」仕組みの創造”を中長期ビジョ

ンに掲げ、広く多くの企業に利用されるプラットフォーム構想の実現を目指しております。その一環と

して、機械化、デジタル化による物流のビジネスモデル革新や既存のオペレーション改善を推進してお

ります。 

物流ＤＸにおいては、ＩＴ技術を活用したサプライチェーン改革が求められており、トランコムＩＴ

Ｓにおける本事業がこのような変革に対応し成長を加速させるためには、デジタル、テクノロジーの領

域において世界をリードするプロフェッショナルサービス企業であるアクセンチュアの一員として新

たな技術や機会を獲得し、その専門性を高めていくことが最善であると判断し、トランコムＩＴＳの本

事業、すなわち、製造、情報通信などの外部顧客向けシステムインテグレーション事業（ＳＩ事業）を

アクセンチュアへ事業譲渡する本契約を締結することといたしました。 

加えて、当社とアクセンチュアは、新たなものづくりの構築及びそれを支える物流ＤＸの実現に向け

た共同ソリューション開発や、当社における新たなＤＸソリューションの構築にかかる協業を推進して

いく予定です。 

 

 

２． 当社の連結子会社の概要 

（１）名称 トランコムＩＴＳ株式会社 

（２）所在地 愛知県名古屋市東区葵 1-16-38 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 石山 耕一 

（４）事業内容 コンサルティングサービス、インフラ適用サービス 

システム設計開発及び運用保守サービス等 

（５）資本金 9,000万円 

（６）設立年月日 1983年 10月４日 

 

 



３． 本株式譲渡の要旨 

（１） 異動する孫会社の概要（予定） 

①名称 TransFutures株式会社 

②所在地 愛知県名古屋市東区葵 1-16-38 

③代表者の役職・氏名 代表取締役社長 石山 耕一 

④事業内容 コンサルティングサービス、インフラ適用サービス 

システム設計開発及び運用保守サービス等 

⑤資本金 6,000万円 

⑥設立年月日 2022年４月１日 

⑦大株主と当該会社の関係 トランコムＩＴＳ株式会社 

⑧上場会社と当該会社の関係 資本関係 当社の孫会社となった後、本株式譲渡の実行に

より、アクセンチュアの子会社となる予定です。 

人的関係 当社の連結子会社の役員が本株式譲渡の実行日

までの間、当該会社の役員を兼務する予定です。 

取引関係 該当事項はありません。 

⑨当該会社の財政状態及び 

経営成績 

本日時点で、設立されておりません。 

 

（２） 株式譲渡先の概要 

①名称 アクセンチュア株式会社 

②所在地 東京都港区赤坂 1丁目 8-1 

③代表者の役職・氏名 代表取締役社長 江川 昌史 

④事業内容 「ストラテジー＆コンサルティング」「インタラクティブ」 

「テクノロジー」「オペレーションズ」の４つの領域で幅広い 

サービスとソリューションを提供 

⑤資本金 3億 5,000万円 

⑥設立年月 1995年 12月 

⑦上場会社と当該会社の関係 資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 取引関係はありません 

関連当事者

の該当状況 

該当事項はありません 

  ※直前事業年度の純資産及び総資産、大株主及び持株比率については守秘義務により、非開示と  

しております。 

 

（３） 譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

①異動前の所有株式数 600株（予定） （議決権所有割合 100％） 

②譲渡株式数 600株（予定） 

③異動後の所有株式数 0株 （議決権所有割合 0％） 

  ※譲渡価額については守秘義務により非開示としております。 

 

４． 日程 

（１）取締役会決議日 2022年３月 28日 

（２）契約締結日 2022年３月 28日 

（３）株式譲渡実行日 2022年７月  1日（予定） 

 

５． 今後の見通し 

本件が当期の当社連結業績に与える影響は軽微ですが、今後公表すべき事項が発生した場合には速やか

に開示します。 

 

以   上 


